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東大阪公市第 1665 号 

令和４年８月 29 日 

大阪社会保障推進協議会 

会長 安 達 克 郎 様 

   東大阪市長 野田 義和 

東 大 阪 市 教 育 委 員 会

教 育 長  古 川  聖 登

2022 年度自治体キャラバン行動・要望書（回答） 

令和４年７月４日付けで受付いたしました要望書につきまして、下記のとおり回答いた

します。 

記 

（回答：行政管理部 人事課） 

職員配置については、職員数計画との整合性を図りながら、多様な任用形態により適正配

置に努めているところです。緊急時や災害時においても継続して市民サービスが提供でき

るよう、庁内応援等により、執行体制の確保に努めてまいります。 

（回答：行政管理部 人事課） 

本市においては、少子・超高齢化等の進行に伴い、多様化する市民ニーズに柔軟に対応す

るため、女性職員を含めた幅広い視点で行政運営を行うことが求められており、女性職員の

活躍推進が組織の活性化にも繋がることから、管理職の登用を含め積極的に取組を行う必
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要があると認識しています。女性の管理職割合の向上に向け、キャリアプランを考えられる

機会となるような研修を行うなど、引き続き、取組を進めてまいります。 

（回答：人権文化部 多文化共生・男女共同参画課） 

本市では DV 専門相談窓口（平日のみ）以外に、男女共同参画センター「イコーラム」の

女性のための相談室において、DV 相談を含めた電話相談を土日や祝日などにも行っていま

す。面接相談は予約制になっていますが、土曜日にも行っております。 

大阪府女性相談センターでは土日祝も含めて 24時間 DV相談窓口を開設しております。 

また、内閣府ではＤＶ相談プラスにて 24 時間 DV相談を受け付けています。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課、生活福祉室 生活支援課） 

大型連休中において、緊急事案が生じた際の緊急連絡先をウェブサイトに掲載しており

ます。緊急連絡先へ連絡があった場合は職員が交代で対応できるよう相談体制を確保して

おります。 

（回答：健康部 保健所 新型コロナウイルス感染症課） 

本市では、新型コロナウイルスに関する健康相談等に対応するため、土日祝日を含めた 24

時間相談可能な「東大阪市新型コロナ受診相談センター」を設置しています。今後も引き続

き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応してまいります。 

（回答：新型コロナウイルス感染症対策事業室） 

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面す

る子育て世帯のうち、非課税の子育て世帯は国の施策である「令和４年度子育て世帯生活支

援特別給付金」の対象となることから、東大阪市では、国の施策の対象とならない子育て課

税世帯に対し、その実情を踏まえた支援対策として、市独自施策である「子育て課税世帯物

価高騰対策給付金」事業を実施いたします。対象児童は基準日（令和４年６月 27 日）時点

で養育されている平成 16年４月２日以降に生まれた児童で、給付額は対象児童１人当たり

一律３万円です。 

（回答：企画財政部 企画課） 

昨年度実施したキャッシュレス決済ポイント還元事業を、10 月１日から 11月７日までの
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期間、対象店舗を拡大して再び実施し、市民の負担軽減を図ってまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活支援課） 

生活困窮者の様々な相談に対し、生活支援課、住居確保給付金相談窓口、自立支援金支給

事務センターにおいて対応しております。生活支援課では家がない方への家探しの支援な

ど各種手続きのサポートや見守りについても対応しており、生活再建までのトータルサポ

ート支援を引き続き行ってまいります。 

また、生活困窮者に対する食糧援助や公共料金の支払い、家財道具の提供などに関しては

社会福祉協議会と連携しており、状況に応じて社会福祉協議会の社会貢献事業へ速やかに

繋ぐ形で対応しております。 

（回答：上下水道局 水道総務部 サービス課、上下水道局 下水道部 下水道賦課収納課） 

人口減少などを要因として水需要の減少による水道料金及び下水道使用料の減収により

上下水道局としても経営が厳しくなっております。そのため公平性の観点や他市の状況を

鑑みますと福祉施策としての減免は困難と考えております。何卒ご理解いただきますよう

お願い申し上げます。 

（回答：子どもすこやか部 子育て支援室 子ども家庭課） 

令和４年２月に実施した子どもの貧困対策にかかる「子どもの生活についてのアンケー

ト調査」の質問項目に、新型コロナウイルス感染症による仕事への影響に関する質問を追加

するなどして実態の把握に努めております。 

（回答：市民生活部 医療助成課） 

令和４年１月に子ども医療費助成制度の対象年齢を 18 歳到達後年度末まで拡充したこと

により、現在、子ども医療費助成制度では、入院・通院とも 18歳到達後年度末まで所得制

限を設けず、子どもの医療費の助成に取り組んでいます。 



4 

ひとり親家庭医療費助成制度では、入院・通院とも所得制限額以内の 18歳到達後年度末

までの子ども及びその子を監護している父、母またはその子を養育している養育者にかか

る医療費の助成に取り組んでいます。 

自己負担額の無償化につきましては、財政状況や制度構築の面から考えても、本市単独で

の実現は非常に困難な状況です。 

食事療養費につきましても、令和４年１月の子ども医療費助成制度の拡充に伴い、現在 18

歳到達後年度末までの子どもに対し、自己負担なしの助成を行っております。 

（回答：子どもすこやか部 子育て支援室 子ども家庭課） 

本市では、子ども食堂に取り組む法人や団体に補助金を交付し、また定期的に意見交換や

情報共有を行っております。今後も継続することで、何が必要とされているのか、行政とし 

て何ができるのかについて情報収集に努めてまいります。 

（回答：子どもすこやか部 子育て支援室 施設給付課、子育て支援室 施設指導課、子育て

支援室 施設利用相談課、保育室 保育課） 

食材料費については、在宅で子育てをする場合でも生じる費用であることから、保護者が

負担することが原則となっておりますが、幼児教育・保育の無償化により、一定の所得階層

以下の世帯は副食費が無償となっております。また、それ以外の世帯については、現状につ

いての情報収集に努めてまいります。 

（回答：教育委員会 学校教育部 学校給食課） 

小中学校の給食の調理方式については、各調理方式のメリットやデメリットについて整

理し、本市に適した体制を検討してまいります。 

また給食費については、本市においては新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する

などで、物価高騰による学校給食費の影響が懸念されるところから、令和４年度について、

学校給食費が値上げされないよう支援を行うこととしました。ただ、ご指摘のような給食費

や副食費の無償化については、現在の財政状況を考えると困難であると考えております。 

また休校中の給食の提供については、本市においては実施する予定はありませんが、児

童・生徒の健全な心身の育成等の役割を果たすべく、引き続き「安全でおいしい給食」の提
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供に努めてまいります。 

（回答：市民生活部 国民年金課） 

児童扶養手当の手続き時のプライバシー留意につきましては、かねてより配慮の重要性

を認識しており、厚生労働省のマニュアルを参考にしながら、最小限の聞き取りにとどめる

とともに、他の援助が必要と思われる家庭には、必要に応じ情報提供を行うなどの応対を心

掛けております。 

DV 関連のご相談に関しても、児童扶養手当法にうたわれております家庭の生活の安定と

自立の促進に寄与するという原則にのっとり、当時のご状況ではなく、現在の生活状況に焦

点を当て、ご本人の負担を軽減し適切な支援を行えるよう事務運営をすすめてまいります。 

また民生委員の証明においては、現在指定されている申立書以外は、市独自で申請者や受

給者に提出を義務づけているものはなく、今後不要と思われる事例が発生した場合には、そ

の必要性について、関係機関と協議を行ってまいります。 

（回答：教育委員会 学校教育部 教職員課） 

学校歯科健診における「要受診」と診断された児童・生徒の受診状況については、各学校

で把握しております。また、学校歯科健診を毎年児童・生徒全員を対象に実施することによ

って学校園歯科医、養護教諭等が口腔状態については、把握しております。 

「口腔崩壊」状態の児童・生徒が確実に受診できるような支援策については、学校に配置

されているスクールソーシャルワーカーのコーディネイト機能を生かした支援も含めて、

福祉政策における検討課題だと考えます。 

給食後の歯みがき時間を設けることについては、給食指導後の限られた時間内において、

全児童・生徒が歯みがきを実施する手洗い場がないこと等により全面実施は難しいと考え

ます。 

本市においては、毎年度、学校歯科健診だけでなく、歯科衛生管理指導を全学校園で実施

しております。その際、フッ化物洗口に限らず、フッ化物について取り上げていただいてい

る学校園もあると認識しております。 
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今後も平成 15 年１月 14 日付厚生労働省通知「フッ化物洗口ガイドラインについて」及

び日本学校歯科医会作成「学校におけるフッ化物応用ガイドブック」も参考のうえ、本市学

校歯科医会と連携しながら、一人一人の児童生徒が生活の中でより効果的に自らの判断で

フッ化物を利用していくことができる教育に取り組んでいます。 

（回答：子どもすこやか部 子ども見守り相談センター） 

ヤングケアラーに対する支援策を検討するため、市内の福祉・介護・医療・教育等の関係

機関に対して「東大阪市ヤングケアラー実態調査」を実施し、ヤングケアラーと思われる子

どもの実態を調査します。 

 相談窓口、介護・家事・育児などの支援につきましては東大阪市「ヤングケアラー」支援

連絡会議にて検討を進めています。 

（回答：教育委員会 学校教育部 学事課） 

国府の支援制度の動向を注視し、地方自治体として社会情勢に応じた奨学金制度の在り

方を今後も検討してまいります。奨学金制度の案内・申込に際しては、引き続きわかりやす

い説明を心がけてまいります。 

（回答：健康部 保健所 地域健康企画課） 

本市における医療提供体制の実情を適宜把握し、医療法の観点に基づき、市民生活に支障

をきたさない医療提供体制が構築できるよう必要に応じて関係機関と協議してまいります。 
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（回答：健康部 保健所 新型コロナウイルス感染症課） 

無料 PCR 検査につきましては、昨年度同様、定期的に高齢者施設等の従事者に対する集中

的検査を実施しており、施設利用者への感染拡大を未然に防ぐよう努めております。また、

より多くの方に PCR 検査を受けていただくために、令和３年１月より大阪府と連携して有

症状の高齢者施設等従事者及び利用者を対象とする「スマホ検査センター」を導入しており、

令和３年３月、４月、11 月には対象施設を拡大しております。今後も PCR 検査への更なる

需要に速やかに応えることができるように努めてまいります。 

（回答：健康部 保健所 新型コロナウイルス感染症課） 

本市は令和３年４月に新型コロナウイルス感染者への支援に特化した新組織を創設し、

人員体制を強化しました。 

昨年度に引き続き、民間事業者による往診や訪問看護事業者による健康観察等自宅療養

者への支援機能について、大阪府と連携し強化を図っております。 

今後も機能強化については継続して努めてまいります。 

（回答：市民生活部 医療保険室 保険料課） 

長引くコロナ禍の影響を鑑み、令和２年度および令和３年度に引き続き、令和４年度も新

型コロナウイルス感染症の影響により事業収入等の減少が見込まれる世帯などに対する保

険料の減免を継続いたしました。今後も国のコロナ対策の動向を注視してまいります。 

一方、子育て世帯への経済的負担の軽減を図るため、令和４年度分から未就学児（義務教

育就学前の子ども）の均等割額の２分の１が軽減され、一定の子育て世帯への負担軽減が図

られていますが、少子化対策及び子育て支援の観点からも、未就学児に限らない全ての子ど

もに係る均等割保険料の軽減措置の拡充について、引き続き国及び府に要望してまいりま

す。 
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（回答：市民生活部 医療保険室 保険管理課） 

平成 30 年度から大阪府が財政運営の責任主体となり、国民健康保険事業に共通して必要

な財源を一元的に管理し、保険給付に必要な費用の全額を市町村に支払う代わりに、府が市

町村ごとに決定した事業費納付金を各市町村が納付する仕組みになりました。新制度への

移行により、市町村の努力が及ばない予期せぬ医療費増による赤字は基本的には発生しな

いことになり、国民健康保険事業の安定的な運営に対するメリットは大きいと考えており、

保険料についても、大阪府内のどこに住んでいても同じ所得水準・同じ世帯構成であれば、

同じ保険料となることから、被保険者間の受益と負担の公平性が図られることになります。

このような経過から、2024 年度の完全統一を延期することは、困難であると考えておりま

す。 

しかしながら、統一保険料率そのものの上昇につきましては、被保険者にとって大きな不

安要素であることから、各市町村が有する国民健康保険財政調整基金の統一保険料率の抑

制に向けた活用について、引き続き大阪府に要望してまいります。 

（回答：市民生活部 医療保険室 資格給付課） 

傷病手当金につきましては、令和２年４月 17 日より支給を開始しており、市ウェブサイ

ト、市政だより及び保険料決定通知書の同封パンフレットへの掲載により周知を実施し、市

ウェブサイトに関しては、ご自身が支給の対象となるかを判定できるよう、フローチャート

を掲載しております。 

自営業者やフリーランス等様々な就業形態への対象拡大につきましては、財政支援の対

象とするよう、中核市市長会、全国市長会より国に要請しており、今後も国の動向を注視し

てまいります。 

一部負担金減免・徴収猶予制度につきましては、市ウェブサイトや国民健康保険料決定通

知書同封パンフレットにて詳細を掲載しています。なお、申請につきましては傷病手当金、

一部負担金減免・徴収猶予ともに感染拡大防止の観点から、市ウェブサイトより申請書のダ

ウンロードができ、郵送での申請受付を基本としてご案内しております。 
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（回答：市民生活部 医療保険室 保険料課） 

保険料の減免制度につきましては、保険料の決定通知書に新型コロナ特別減免の制度を

周知するチラシを同封し、市政だよりや本市ウェブサイトにも掲載するとともに、申請書を

ダウンロードできるようにしました。また、なるべく来庁ではなく電話での問い合わせをし

ていただくよう引き続き周知を行うとともに、保険料の決定通知書発送後の電話での相談

時には、状況を聞取り、新型コロナ特別減免など世帯に応じて適用できる減免等がある場合

は、内容に応じた申請書を送付する等での対応をすることで郵送申請が可能な仕組みを構

築し、減免制度の活用を図っております。 

市独自減免の拡充については、広域化により大阪府が財政運営の責任主体になったこと

からも困難な状況ではありますが、生活に困っている世帯における保険料負担は大きな不

安要素でありますので、引き続きこれらの方々に配慮した保険料減免制度について検討が

求められることから、今後も継続して運営方針の見直しや共通基準の緩和を府へ、減免措置

に対する財政支援を国に要望してまいります。 

（回答：市民生活部 医療保険室 保険管理課） 

特定健診の受診率は、①市政だよりへの定期的な記事掲載や対象者へのパンフレット送

付、未受診者への電話やはがきでの受診勧奨、医療機関でのポスター掲示やパンフレット設

置など、地道な広報活動を継続したこと、②平成 23 年度から集団健診を開始したこと、③

医療機関の協力を得て平成 26 年度から日曜健診を開始したことなどにより、平成 30 年度

まで上昇傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による、受診控えや事

業の中止が影響し、令和元年度から減少傾向となり、令和２年度には 25.4％まで減少しま

した。令和３年度は中止していた事業も再開し、令和２年度の受診率を上回る見込みです。 

今後は、感染症対策を行ったうえで広報活動や事業を展開し、引き続き AIを活用した未受

診者への受診勧奨や、医師会や医療機関と協力して治療中の患者の健診への繋ぎを積極的

に行うとともに、中学校区ごとの特定健診受診率などのデータをもとに、健康部など関係機

関と連携しながら、地域に応じた啓発方法等を検討してまいります。 

（回答：健康部 保健所 健康づくり課） 

本市では、第２次東大阪市健康増進計画にがん検診受診率向上を掲げ、推進に努めており

ます。平成 29年度に中間評価を実施し、令和５年度に最終評価をする予定です。 

近年のがん検診受診率は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、横ばいもしくは

低下傾向となっております。 
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受診勧奨の一環として、子宮頸がん・乳がん検診それぞれの受診対象初年度の方に無料ク

ーポン券を送付するとともに、大腸がん・乳がん・子宮頸がん検診それぞれの重点勧奨対象

に該当する一定年齢の方に受診勧奨はがきを送付しています。新型コロナウイルス感染症

の影響による受診控えにより、がん早期発見の機会を逃し、その間にがんが進行してしまう

ことなどが懸念されるため、「コロナ禍においてもがん検診が重要であること」を、周知啓

発しております。 

また、協会けんぽや国民健康保険との連携による特定健診とがん検診のセット検診など

も実施し、受診機会の確保に努めております。 

また、令和３年度より新たに、「がん」を誰にでも突然やってくる災害のようなものと捉

え、災害に準備することと同じように、がんについての基本的な情報、すなわち治療、費用、

仕事の両立等について事前に準備しておく「がん防災」の観点からの啓発に取り組んでおり

ます。さらに、生命保険会社などの民間企業との公民連携を活用し、がん検診の受診促進に

関する普及啓発を実施するなど、受診率向上に向けて様々な取り組みを実施しております。 

（回答：健康部 保健所 健康づくり課） 

本市では、平成 26 年３月に東大阪市歯科口腔保健計画「歯っぴいトライ」を策定し、「歯・

口からつくるからだとこころの健康」を目標にライフステージ毎に応じた計画を立て、歯科

保健対策を推進しております。 

 現在、後期高齢者医療被保険者を除く満 30 歳から満 80 歳までの方は、５歳毎の節目の

年齢時に本市成人歯科健康診査を、また、妊娠中の方は妊婦歯科健康診査を、それぞれ無料

で受診していただくことができます。取扱い歯科医院は市政だよりやウェブサイトにて公

開しており、ここには車椅子で通院可能な歯科医院や訪問診療を実施している歯科医院に

ついての情報も掲載するなど、市民の方が受診しやすい環境整備に努めております。 

さらに、市内の保健センターでは、満 20 歳以上の方を対象に、歯科医師による無料の成

人歯科健康相談を実施しており、前述の歯科健康診査の対象とならない年齢の方でも気軽

に口腔内のチェックや相談ができる機会を設けております。 

加えて、障害福祉サービス事業所の通所者及び職員を対象に、歯科健康相談や健康教育を

実施しており、障害のある方や介護に携わる方を対象に、歯・口の健康の保持促進を図って

おります。 
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（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

一般会計繰り入れによる市独自の介護保険料の引き下げは、いわゆる保険料減免の３原

則（個別申請により判定すること、全額免除は行わないこと、一般財源の繰入れは行わない

こと）から困難となります。 

国庫負担の引き上げと公費による保険料基準額の引き下げについては、適宜、国に働きか

けてまいります。 

また、第８期介護保険事業計画においては、介護保険料の上昇を抑制するために介護給付

費準備基金を取り崩す計画となっております。 

（回答：福祉部 高齢介護室 介護保険料課） 

介護保険料の減免制度につきましては、令和３年度より、単身世帯の収入基準を 160 万円

に設定することで、減免要件を拡充致しました。  

また、年収 150 万円以下(単身の場合)の方の介護保険料を免除する独自減免制度につき

ましては、厚生労働省が出している保険料減免の３原則により、全額免除は行わないことと

されていることから、困難であると考えております。 

今後の減免制度拡充につきましては、第９期事業計画を策定していく中で総合的に検討

してまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 給付管理課） 

低所得者対策としての独自減免実施については、その必要性や財源の確保、受益と負担の

観点など様々な要素を総合的に考慮の上判断すべきものであり、介護保険制度が全国一律

の制度であることから、国において必要な措置が講じられるべきものと考えております。 

 補足給付の改定については、介護保険制度の持続可能性を高めるため、世代内・世代間の
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負担の公平や応分の負担を求める観点から実施されるものでありますが、必要に応じて国

へ実態把握を行うよう働きかけてまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 地域包括ケア推進課） 

総合事業の「従前相当サービス」である訪問型介護予防サービス・通所型介護予防サービ

スは、介護予防ケアマネジメントによりサービスが必要とされた要支援者等が、継続・新規

に関わらず利用することができます。利用者個々の心身の状況や生活環境を鑑み、適正なサ

ービスの提供が受けられるよう、地域包括支援センター等と連携を図ってまいります。 

また、要介護（要支援）認定については相談時に申請者の状況と要望を把握したうえで、

適切に申請方法等の案内を行ってまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 介護認定課） 

新規・更新ともに申請を抑制しておりません。更新申請については認定有効期間満了の 60

日前に更新申請の案内を送付しています。 

（回答：福祉部 高齢介護室 地域包括ケア推進課） 

総合事業における訪問型・通所型サービスの単価は厚生労働省が設定する上限額に基づ

き、本市において定めています。訪問介護員等の介護従事者や事業者を取り巻く状況にも留

意しつつ、適切な単価設定に努めてまいります 

（回答：福祉部 高齢介護室 給付管理課） 

「一定回数以上の生活援助中心型訪問介護を位置付けたケアプラン届出・検証」や「事業

所単位で抽出するケアプラン検証」については、国の通知に基づき検証を行い、利用者の自
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立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、利用者にとってより良いサービス

とするため、必要に応じてケアプランの内容是正を促します。 

（回答：福祉部 高齢介護室 地域包括ケア推進課） 

高齢者の QOL 向上に向けたケアマネジメントの実施を支援するため、国・府等からの通知

に基づき、本市においても平成 30年９月より自立支援型地域ケア個別会議を開催していま

す。専門職の方々のご意見をいただきながら、高齢者本人の自己実現に資する介護予防活動

や生活支援等サービスを提供するなど、本市におけるケアマネジメントの質の向上を目指

し、取組みを進めてまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

第８期介護保険事業計画においては、「介護予防・重度化防止目標」、「給付抑制目標」な

どの数値目標は盛り込んでおりません。介護保険サービスについては、今後も引き続き、必

要な人に適切かつ効果的に提供されるよう支援いたします。 

（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

新聞や食材、弁当などの配達を業務とする事業者の協力を得て、高齢者世帯やひとり暮ら

し高齢者の方などに何か異変があったときには、地域包括支援センターや地域の支援者と

連携して対応できるネットワークを活用し、地域の高齢者を見守っています。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響等により、在宅で過ごす機会が多くなった高齢者
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の熱中症対策としてエアコン購入費補助を実施しています。 

（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

今期計画においても引き続き複数の日常生活圏域を単位とした整備圏域ごとの整備を基

本としながら、柔軟な対応により整備を進めてまいります。整備にあたっては、府の地域医

療介護総合確保基金による補助の活用などにより、事業者の参入しやすい環境づくりに引

き続き努めてまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

介護人材の確保につきましては、介護サービスを安定的に提供するための重要課題と認

識しております。介護人材の職場定着や労働環境の改善を図るため、本市としても有効な方

策等を検討してまいりたいと考えております。また、国に対しても、働きかけてまいります。 

（回答：福祉部 高齢介護室 高齢介護課） 

難聴が軽度なうちに補聴器を使い始めることで、認知症の予防にもつながると考えられ

ます。 

加齢性難聴による社会活動などの機会の減少についての調査を含め、必要な施策につい

て引き続き研究してまいります。 
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（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

本市では、65 歳到達時における介護保険への移行期間を３か月程度としています。障害

福祉サービス利用者の介護保険制度の円滑な利用に向け、介護保険制度からどのようなサ

ービスがどの程度受けられるかを把握するためにも、まずは要介護認定等の申請を行って

いただくよう勧奨してまいります。その際、障害福祉サービスを一方的に打ち切ることなく、

移行期間を設ける等柔軟に対応してまいります。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

障害福祉サービス利用者の介護保険制度の円滑な利用に向け、介護保険制度からどのよ

うなサービスがどの程度受けられるかを把握するためにも、まずは要介護認定等の申請を

行っていただくよう勧奨してまいります。 

介護保険の要介護認定等の申請を行わない障害者に対しては、申請をしない理由や事情

を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を行い、申請について理解を得られるよう

丁寧に説明し介護保険の利用を勧奨してまいります。また、障害福祉サービスを一方的に打

ち切ることなく、移行期間を設ける等柔軟に対応してまいります。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

国の通知に基づき、介護保険の被保険者である障害者については、介護保険法の規定によ

る保険給付を優先としながらも、一律に介護保険サービスを利用するのではなく、障害特性

等の理由で介護保険サービスでは必要なサービスを受けられない、又は支給量が足りない

場合については、個別に事情を勘案して障害福祉サービスの利用を決定しております。 

引き続き、利用者の個々の状況に応じ、障害福祉サービスから介護保険サービスへの円滑

な移行とサービス利用が出来るよう、事前の調整等柔軟な対応に努めてまいります。 
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（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

本市におきましては、次の要件をすべて満たす方を障害福祉サービスの上乗せの対象者

相当と考えています。 

① 四肢全てに障害がある方で、身体障害者手帳の総合等級が１級の方 

② 介護保険が要介護４または５の方 

③ 介護保険で自己負担が発生している方 

④ 介護保険で訪問系のサービスを５割以上利用している方 

⑤ 居宅介護または重度訪問介護の対象となる方 

厚生労働省が示す考え方を踏まえ、今後運用等を検討してまいります。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害施策推進課） 

要望の趣旨を踏まえまして、サービス利用者向けの説明方法について検討してまいりま

す。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

要望の趣旨を踏まえ、大阪府市長会を通じて実績に応じた適切な財政措置を講じるよう

国に要望してまいります。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害福祉認定給付課） 

要望の趣旨を踏まえ、大阪府市長会を通じて併給対象者に関する市町村負担を軽減する

ため、新たな国庫負担基準の創設を国に要望してまいります。 
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（回答：福祉部 高齢介護室 地域包括ケア推進課） 

本市では障害者の方が個々に有しておられる特性や心身の状況に配慮した対応を総合事

業の指定時研修において事業者へお願いしております。また、既に指定させていただきまし

た事業者につきましても同様の対応を指定居宅サービス事業者等集団指導にて、お願いし

ているところです。 

今後も事業者に対しては継続して上記の対応を求めていき、サービス提供に携わる方々

の障害者への理解が共有されるよう努めてまいります。 

（回答：福祉部 障害者支援室 障害施策推進課） 

障害福祉サービス利用料について、住民税非課税世帯は 65歳を超えても無料になってい

ます。 

（回答：市民生活部 医療助成課） 

2018 年４月診療分より見直された重度障害者医療費助成制度につきましての自治体独自

の対象者拡大や助成制度の創設は、財政状況等の面から考えても、本市単独での実現は非常

に困難な状況です。 

以前の助成制度を考慮し、受給者に対して過度な負担とならないよう大阪府へ要望して

まいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

本市においても、コロナ禍により、被保護世帯数・人員の増加が懸念されておりましたが、

緊急小口生活資金、総合支援資金、住居確保給付金制度などの第２のセーフティネットが効
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果的に機能したことにより、保護世帯数の増加に転じなかったと考えております。 

保護申請時の扶養調査については、保護の実施要領上原則行うことになっており、規定に

基づきＤＶや 10年間以上音信不通の場合等扶養義務調査の実施が適当でないと判断できる

場合、申請を阻害する要因とならないよう配慮しております。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

本市ウェブサイトにて、生活保護の制度の説明と、生活保護のしおりを掲載し、広く周知

できるよう配慮しております。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

引き続き標準数による体制を目標として関係部局と協議してまいります。あわせて平成

19 年度以降、福祉職の採用や配置が行われておりますが、引き続き、継続するよう関係部

局に要望してまいります。 

また、ケースワーカーの資質向上を図るため、引き続き研修を実施してまいります。申請

時の相談対応では特に人権を意識した対応を行うとともに、申請意思が示された場合は申

請権を侵害しないよう努めてまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

ケースワーカーは地区担当制としており、女性担当制はとっておりませんが、被保護者か

ら申し出や相談があった場合、家庭訪問等については十分に配慮してまいります。 
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（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

生活保護の相談には生活保護のしおりを活用し、制度について十分に説明しております。

また、相談時において申請意思が確認できれば、すみやかに申請書を交付しております。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

現在、生活保護受給者に対し、個人ごとに生活保護受給証を交付しておりますが、これは

あくまでも生活保護を受給していることの確認証であり、いわゆる保険証に類するものと

は異なります。 

急な受診時等の対応を含め、医療機関と調整し必要に応じ対応しておりますが、より円滑

な受診の確保に向けた検討をすすめてまいります。 

また、特定健診の受診については、毎年度、周知を図っており、ケースワーカーが訪問時

に特定健診の案内をする等、今後もより一層多くの方に健診を受診していただけるよう工

夫してまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

警察官 OBの公安嘱託員については、福祉事務所窓口における暴力暴言等への対応をはじ

め、不正受給案件に関する調査等においても、その専門的な知識手法を有効に活用しており

ます。生活保護情報ホットラインについては、不正受給や生活困窮者の情報などが主に寄せ

られていますが、漏給防止のために情報をお寄せいただくという側面もあることから、個人

情報保護には十分に配慮しつつ、提供された情報をさらに活用することによって、生活保護

行政適正化を推進してまいります。 
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（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

住宅扶助や冬季加算については、国が定める基準ですので、本市単独での対応は困難です

が、実勢価格をもとに適時改正を国に求めてまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

住宅扶助については、国が定める基準ですので、本市単独での対応は困難ですが、実勢価

格をもとに適時改正を国に求めてまいります。また、特別基準の設定については、実施要領

に基づき、対応してまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

医療抑制につながるような医療費の一部負担の導入については、国には実施しないよう

求めてまいります。 

ジェネリック医薬品の使用の義務化については、平成 30 年 10 月より生活保護法の一部

改正により使用の原則化となったため、被保護者に対し丁寧な説明と配慮、周知に努めてま

いります。また、本市におきましては、重複処方の防止・被保護者の健康管理の面から「か

かりつけ薬局制度」の導入をしております。 

被保護者の国保加入については、制度化によって 被保護者にどのような影響があるの

かという視点から、国の動向を注視してまいります。 

（回答：生活支援部 生活福祉室 生活福祉課） 

世帯の状況に応じた柔軟な対応が出来るよう国に要望してまいります。 


